長建協発第１７８号
平成２１年７月１４日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法第３９条の４
第１項に基づく建設業許可の地位の継承等に関する事務取扱いについて
　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　平成２１年４月３０日に一部改正し公布された「産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法」では、新たに中小企業継承事業再生計画の認定制度（第二会社方式による再生支援）が創設され、建設業法第３条第１項に規定される「建設業の許可」についても、その地位の継承の特例が措置されているところであります。

　今般、同認定制度に係る「建設業許可の継承に係る手続」及び「経営事項審査関係事務の取扱い」について、全建を通じ国土交通省総合政策局建設業課長より別添のとおり通知がまいっておりますので、貴支部会員へご周知方よろしくお願い申し上げます。

　なお、同制度については、中小企業庁ホームページに掲載されておりますことを申し添えます。
· 中小企業庁ホームページ　http://www.chusho.meti.go.jp/
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　 経営サポート（一覧）
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　 再生支援

